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石 川 県 弓 道 連 盟 規 約 

第一章  総 則 

（名  称）                                                                              

第１条  本連盟は、石川県弓道連盟（以下「本連盟」という。）と称する。                         

（目  的）                                                                

第２条 本連盟は、弓道の普及振興を図り、会員相互の親睦を推進し、もって県民の体位向上、人格情操の 

修養に資するるとともに、社会文化の進展に寄与することを目的とする。                      

（事  業）                                                                    

第３条  本連盟は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。                              

（１） 石川県内における弓道の普及振興のための施設の充実に関する一般施策の樹立。                 

（２） 弓道の普及振興のための、各種講習会、研修会の開催。                                 

（３） 学校弓道の普及振興に関する事項。                                               

（４） 各種競技会の開催及び後援。                                                  

（５） 弓道段級位審査会の開催。                                                    

（６） 北信越地区弓道連盟相互の連絡及び競技会の開催。 

（７） 財団法人全日本弓道連盟（以下「全弓連」という。）の諸行事への参加。                                      

（８） その他本連盟の目的達成に必要な事項。                                            

（事 務 所）                                                               

第４条  本連盟の事務所は、会長の指定する所に置く。                                    

 

第二章  組 織                                                           

（組  織）                                                                   

第５条  本連盟は、第２条の目的に賛同する、一般弓道団体の会員及び大学弓道部（同好会）の会員並びに 

高等学校及び中学校の弓道部に所属する学生・生徒の会員で組織する。                     

   ２  会員は、所属団体を経て、別に定める「石川県弓道連盟規約細則」 により登録し、所定の会費を納入

する。                                                            

   ３  本連盟に加盟しようとする団体は、別に定める「石川県弓道連盟規約細則」 に基づき、所定の書類に 

より本連盟の会長に申し込み、認可を得るものとする。                                

（加  盟）                                                                 

第６条  本連盟は、全弓連及びその傘下団体並びに財団法人石川県体育協会（以下「県体協」という。）に加盟

する。                                                              

 

第三章  役 員                                                            

（役  員）                                                                

第７条  本連盟に次の役員を置く。                                                 

（１） 会   長      １名                                                  

（２） 副 会 長      若干名                                                  

（３） 理 事 長      １名                                                 

（４） 副理事長      ２名                                                  

（５） 事務局長      １名                                                 

（６） 会   計      １名                                                 

（７） 常任理事      ４０名以内                                             

（８） 理   事      役員等選出規程第５条による。                                

（９） 監   事      ２名                                                 

（10） 派遣役員                                                        

① 全弓連評議員    １名                                             

② 県体協評議員    １名                                            

（名誉役員） 

第８条  本連盟には、名誉会長、顧問、相談役及び参与を置くことが出来る。                     
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（役員の選出）                                                             

第９条  本連盟の役員等の選出は、別に定める「石川県弓道連盟役員等選出規程」による。           

（役員の任期）                                                          

第１０条 役員の任期は２年とし、再選を妨げない。                                      

   ２ 補欠による役員の任期は、前任者の残任期間とする。                              

   ３ 役員は、任務が満了しても後任者が就任するまではその任にあたる。                     

（役員の任務）                                                            

第 11条 役員の任務は、次のとおりとする。                                           

（１） 会長は、本連盟を代表し、会務を統理する。                                   

        また、弓道振興発展に尽力した功労者のうちから、全弓連の規定による称号段位の推薦者を 

選任して申請する。                                                     

（２） 副会長は、会長を補佐し会長が事故あるとき又は会長がかけたときは、あらかじめ会長が指名する 

副会長がその職務を代行する。                                                                                               

（３） 理事長は、会長及び副会長を補佐し、理事会の決議にもとづき、本連盟の業務全般を掌理する。 

（４） 副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故あるとき又は、理事長がかけたときは、その職務を代

行する。                                                        

（５） 事務局長は、文書の受発信、整理文書立案等の事務処理を行う。                   

（６） 会計は、本連盟の会計を処理する。                                       

（７） 常任理事は、常任理事会を組織して、理事会の決議にもとづき本連盟の業務を処理する。                               

（８） 理事は、加盟団体の意思を代表し、本連盟の規約に定める事項を審議し、議決する。        

（９） 監事は、本連盟の予算の執行状況、会計経理の状況及び業務を監査し、並びに決算の審査をし、 

その結果を常任理事会及び理事会に報告する。                                 

      また、監事は、各種会議に出席して意見を述べることができる。                       

（10） 派遣役員の業務は次のとうりとする。                                       

① 全弓連評議員は、本連盟を代表して、全弓連の会議に参画する。 

② 県体協評議員は、本連盟を代表して、県体協の会議に参画する。 

（名誉役員の役割）                                                        

第 12条 名誉会長、顧問、相談役、及び参与は、会長の諮問に答え、本連盟に対し有益な助言をなし、 

本連盟の振興に寄与するものとする。                                           

   ２ 名誉会長、顧問、相談役、及び参与は、理事会に出席して意見を述べることができる。 

 

第四章  会 議                                                         

（会  議） 

第 13条 本連盟の会議は、理事会及び常任理事会とする。                               

（理 事 会）                                                             

第 14条 理事会は、本連盟の最高決議機関とする。                                    

   ２ 理事会は、理事定数の 3分 2以上（委任状）の出席をもって成立し、議事は出席者の過半数以上で 

    決し、賛否同数の場合は議長が決する。                                       

   ３ 理事会は、毎年 1回会長が招集する。ただし、会長が必要と認めた場合、又は理事の 3分 1以上から会

議の目的事項を示して要求のあったときには、会長は臨時に理事会を招集しなければならない。 

   ４ 理事会の議長は、理事の中からその都度選出する。 

   ５ 理事会は、次の事項を審議決定する。 

    （１） 役員等の承認。 

    （２） 事業報告及び決算の承認。 

（３） 事業計画及び予算の承認。 

（４） 本規約及び規程の改廃。 

    （５） その他必要な事項。 

   ６ 会員は理事会を傍聴することができる。 
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（常任理事会） 

第 15条 常任理事会は、規約第 7条第１号から第 7号まで、及び第９号の役員等で構成する。 

   ２ 常任理事会は、必要に応じ会長が招集する。 

   ３ 常任理事会の議長は、理事長が務める。 

   ４ 常任理事会は、次の事項を審議し執行する。 

    （１） 理事会に提出する議案。 

① 役員等の推薦選出。 

② 事業計画及び事業報告。 

③ 予算及び決算。 

    （２） 理事会で付託を受けた事項。 

    （３） 事業執行に必要な事項。 

    （４） 本連盟の規約及び規程の改廃に関する事項。 

    （５） 専門部会規程の承認。 

    （６） 専門部員選任の承認 

    （７） 個人及び団体の表彰の決定。 

    （８） 石川県を代表して全国的な各種競技大会に出場する選手の承認。 

    （９） その他必要な事項。 

 

第１５条の２ 役員会は、規約第７条第１号から第６号まで、及び第９号並びに専門部長等で構成する。 

   ２ 役員会は、必要に応じ理事長が招集する。 

   ３ 役員会の議長は、理事長が努める。 

   ４ 役員会は、次の事項を審議し調整する。 

    （１） 常任理事会に提出する議案。 

（２） 事業執行に必要な事項。 

（３） その他本連盟の運営に必要な事項。 

 

第五章  専 門 部                                                  

（専 門 部）                                                         

第 16条 本連盟の事業を適正かつ円滑に行うため、次の専門部を置く。 

（１） 競技部。 

（２） 強化部。 

（３） 指導部。 

（４） 審査部。 

（５） 女子部。 

（６） 広報部。 

   ２ 専門部は別に定める「石川県弓道連盟専門部規程」によって運用する。 

 

第六章  会 計                                                        

（経  費） 

第 17条 本連盟の経費は、次の収入をもってこれに充てる。 

    （１） 会費。 

（２） 加盟団体分担金 

（３） 加盟金。 

（４） 称号受有者賛助金。 

（５） 審査料及び登録料。 

（６） 石川県体育協会補助金。 

（７） 事業に伴う収入。 

（８） 寄付金。 

（９） その他の収入。 

（特別会計） 
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第 18条 本連盟は、一般会計とは別に、特別の目的を処理するために特別会計を設けることができる。 

（会計年度） 

第 19条 本連盟の会計年度は、毎年 4月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。               

（旅  費） 

第 20 条 本連盟の役員及び会員が本連盟の業務遂行のために出張し、又は大会等に参加する時は別に定め

る「石川県弓道連盟報酬、旅費規程」により旅費を支給する。 

（慶  弔）                                                              

第 21条  本連盟の役員等において慶弔が生じたときは、別に定める「石川県弓道連盟慶弔規程」により慶弔金

を支給する。                                                   

第七章 賞 罰                                                            

（表  彰） 

第 22条 本連盟の目的達成のために著しく功績のあった個人及び団体に対して、別に定める「石川県弓道連盟 

表彰規程」により、表彰を行うものとする。 

（祝 賀 会）   

第 23 条 本連盟は祝賀会を開催し、次の各号に該当する者に対して祝意を表する。 

（１） 六段以上の昇段者 

（２） 称号昇格者。                                                    

（３） 叙勲又は褒章の受章者 

（４） その他全国的な大会等で表彰を受けた者。                                 

（除  名）                                                                

第 24条  本連盟の会員で、本連盟の名誉を傷つけ、損害を与えたとき、又は著しく目的に反する行為が 

あったときは、常任理事会の議決を経て、その会員を除名できる。                     

（役員の解任）                                                            

第２５条 本連盟の役員で、本連盟の役員として著しくふさわしくない行為があったときは、理事会の議決 

により、その役員を解任することができる。                                       

 

第八章 その他                                                          

（賛助団体）                                                             

第 26条  本連盟は、射技の向上と会員相互の親睦を目的として設置された次の各号の会を賛助する。 

     （１） 範教錬士会（称号受有者を構成員とする）。                                 

（２） ゆうゆうクラブ（満 60歳以上の会員を構成員とする）。                            

（細  則）                                                              

第 27条  本規約の運用についての細則は理事会の議決を経て別に定める。                    

（規約の改廃）                                                            

第２８条 本規約の改廃は、理事会の議決による。                                    

 

附 則                                                               

 １ この規約は、平成十八年 2月 5日から施行する。                                   

 ２ この規約による平成 18年度の会計は、平成 18年 1月 1日から平成 19年 3月 31日までとする。    

 ３ 昭和 62年 2月 8日制定の本規約は廃止する。  

 ４ この規約は、平成２０年４月１日から施行する。                                   

 ５ この規約は、平成２３年４月１日から施行する。 

 

                                                                                                                                                                                                             

 


